
 

公益社団法人四街道市シルバー人材センター 

会 員 親 睦 会 会 則 （平成２４年度制定） 

 

 

第１章  総 則 

 

（名称） 

第１条 公益社団法人四街道市シルバー人材センター会員親睦会（以下、「本会」という）と称する。 

 

（事務所） 

第２条 本会は、事務所を公益社団法人四街道市シルバー人材センター（以下、「センター」という） 

内に置く。 

 

（目的） 

第３条 本会は、会員相互の親睦と相互扶助を図り、センターの発展と高年齢者の福祉の増進に資する 

とともに、活力ある地域社会づくりに寄与することを目的とする 

 

（事業） 

第４条 本会は、前条の目的を達するために次の事業を行う。 

１．会員の親睦活動に関すること 

２．会員の趣味に関すること 

３．親睦活動と趣味を通じて地域に貢献し、その活性化に資すること 

４．その他本会の目的を達するために必要な事業 

 

 

第２章  会 員 

 

（種別） 

第５条 本会の会員は、正会員、準会員及び特別会員とする。 

２ 正会員は、センター会員とする。 

３ 準会員は、正会員と同居する家族及び親族とし、幹事会に諮り会長が承認したものとする。 

４ 準会員は、センター入会の日をもって正会員とする。 

５ 特別会員は、センター職員、又は本会の目的に賛同し事業に協力する市内の個人又は団体とする。 

 

（会費） 

第６条 正会員は、会費として年額１００円を納付するものとする。なお、既納の会費は、いかなる 

理由があってもこれを返還しない。 

 



 

（会費の免除） 

第７条 本会の準会員ならびに特別会員は会費を免除する。 

 

（会員情報の登録） 

第８条 本会は、会員の個人情報を会員名簿に登録し、これを会員情報とする。 

２ 一度登録した会員情報は、会員としての資格を喪失しても、登録の抹消をしないものとする。 

３ 会員は、その会員情報に変更があった場合には、事務所に届け出なければならない。 

 

（会員情報） 

第９条 会員情報は、次のとおりとする。 

１．正会員 

１）氏名 

２）住所 

３）連絡先 

４）生年月日 

５）入会年月日 

 ２．準会員 

１）氏名 

２）住所 

３）連絡先 

４）生年月日 

５）正会員との続柄 

 ３．特別会員 

１）氏名又は代表者名を含む団体名 

２）住所又は所在地 

３）連絡先 

４）職名又は職業、もしくは団体の概要等 

 

（会員情報の取り扱い） 

第１０条 本会は、会員情報を取り扱うにあたり、別に定める「公益社団法人四街道市シルバー人材 

センター会員親睦会個人情報保護方針」を遵守するものとする。 

２ 法令により請求があった場合、会員情報を提供することができるものとする。 

 

（除名） 

第１１条 会員が、本会の名誉を著しく棄損したとき、本会に多大な損害を与えたとき、またはこの 

会則に反するような行為を行ったときは、総会の決議によって、その会員を除名することができる。 

２ 前項により会員を除名しようとするときは、その会員に対し、事前に理由を付して除名する旨を 

通知し、総会において、決議の前に弁明の機会を与えなければならない。 

 



 

３ 会員が、センター定款の定めによりセンター会員を除名されたとき、又はセンター会員の資格を 

喪失したときは、前２項の定めによらずその会員を除名することができる。 

 

（会員資格の喪失） 

第１２条 会員は、次のいずれかに該当するとき、その資格を喪失する。また、会員が資格を喪失した 

場合、その旨を会員情報に記載する。 

１．死亡したとき 

２．除名されたとき 

 

（会員資格喪失に伴う権利及び義務） 

第１３条 会員が、前条によりその資格を喪失したときは、本会に対する会員としての権利を失い、 

義務を免れる。 

２ 本会は、会員がその資格を喪失しても、既納の拠出金品等は、これを返還しない。 

 

 

第３章  総 会 

 

（構成） 

第１４条 総会は、正会員及び特別会員をもって構成する。 

 

（権限） 

第１５条 総会は、次の事項について決議する。 

１．会長、監査の選任又は解任 

２．副会長の承認 

３．会則の変更 

４．会員の除名 

５．事業報告及び決算報告の承認 

６．その他重要事項 

 

（開催） 

第１６条 総会は、定時総会及び臨時総会の２種とする。 

２ 定時総会は、毎年センターの定時総会終了後に開催する。 

３ 臨時総会は、次の各号のいずれかに該当する場合に開催する。 

１．役員会において開催の決議がされたとき 

２．正会員及び特別会員の議決権の３分の２以上の議決権を有する会員が、会長に対し総会の目的で 

ある事項及び招集の理由を記載した書面により、招集の請求があったとき 

 

（議長） 

 



 

第１７条 総会の議長は、会長がこれにあたる。 

２ 会長が欠けたとき、又は会長に事故があったときは、副会長がこれにあたる。 

３ 副会長が欠けたとき、又は副会長に事故があったときは、その総会において出席した正会員及び 

特別会員の中から議長を選出する。 

 

（議決権） 

第１８条 総会における議決権は、正会員及び特別会員１名につき１個、特別会員が団体の場合には 

１団体につき１個とする。 

 

（書面議決等） 

第１９条 総会に出席しない正会員及び特別会員は、書面をもって議決し、又は他の正会員もしくは 

特別会員等の代理人によって、総会の議決権を行使することができる。 

２ 前項の書面により議決権を行使するときは、総会前日までに書面を本会に提出しなければならない。 

３ 前第１項の代理人によって議決権を行使するときは、総会前日までに代理権を証する書面を本会に 

提出しなければならない。 

４ 前第１項の場合における前第３項の適用については、総会に出席したものとみなす。 

５ 前第２項又は前第３項の適用のない場合には、議決権を議長に委任したものとする。 

 

（定足数） 

第２０条 総会は、正会員及び特別会員の出席、ならびに第１９条の適用により開催することができる。 

 

（決議） 

第２１条 総会の決議は、出席した正会員及び特別会員、ならびに第１９条の適用による議決権の過半 

数をもって行う。 

 

（議事録） 

第２２条 総会の議事については、議事録を作成する。 

２ 議長及び出席した議事録の作成に係る職務を行った役員を含め２名以上が、前項の議事録に署名 

する。 

 

 

第４章  役 員 

 

（役員の配置及び定数） 

第２３条 本会は、次の役員を置く。 

１．会長      １名 

２．副会長     若干名 

３．幹事      若干名 

 



 

４．会計      １名 

５．監査      ２名 

 

（役員の選任） 

第２４条 本会の役員は次の通り選任する。 

１．会長、幹事は、正会員より幹事会が推薦し、総会の決議によって選任する。 

２．副会長は会長が推薦し、総会の決議によって正会員より選任する。 

３．監査、会計は正会員より会長が委嘱する。 

４．第２３条で定めた役員の定数が欠けた場合には、会長が推薦し、幹事会の決議をもって補欠と 

 して選任することができる。 

 

（役員の職務及び権限） 

第２５条 会長は、本会を代表し会務を総理する。 

２ 副会長は、会長を補佐し会務を分掌する。また、必要に応じて会長の職務を代行する。 

３ 幹事は、会長を補佐し会務を分掌する。 

４ 会計は、会計を処理する他会務を分掌する。 

５ 監査は、会計監査を行う他会務を分掌する。 

 

（役員の任期） 

第２６条 執行役員の任期は、選任後２年以内に終了する事業年度のうち、最終のものに関する総会の 

終結の時までとする。 

２ 補欠として選任された役員の任期は、前任者の任期の満了する時までとする。 

３ 役員は、第２３条で定めた定数が欠けた場合には、任期満了又は辞任により退任した後も、新たに 

選任された者が就任するまで役員としての権利義務を有する。 

４ 役員の再任は妨げないものとする。 

 

（役員の解任） 

第２７条 会長、副会長及び監査は、総会の決議によって解任することができる。 

 

（役員の報酬及び費用） 

第２８条 役員は無報酬とする。 

２ 役員には、その職務を行うために要する費用の支払いをすることができる。 

 

（役員の損害賠償責任の免除） 

第２９条 役員がその職務を行った結果、不幸にして本会に損害が発生した場合、幹事会の決議により 

賠償責任の一部又は全部を免除することができる。 

２ 会長は、前項を適用した場合、総会に報告しなければならない。 

 

 



 

第５章  会 議 

 

（種別） 

第３０条 本会は、幹事会を置く。 

２ 本会は、幹事会の決議により、必要に応じて委員会を置くことができる。 

 

 

（構成） 

第３１条 幹事会は、第２３条をもって構成する。 

２ 委員会は、役員の中から委員長を会長が委嘱し、委員長が会員から選任した委員若干名をもって 

構成する。 

 

（委員の報酬及び費用） 

第３２条 委員会の委員は無報酬とする。 

２ 委員会の委員には、その職務を行うために要する費用の支払いをすることができる。 

 

（権限） 

第３３条 幹事会は、この会則に定めるもののほか、次の職務を行う。 

１．本会の事業執行の決定 

２．役員の職務の執行の監督 

３．各事業年度の事業計画及び収支予算の承認 

２ 委員会は、その設置目的に応じた案件を検討し、その結果を幹事会に報告し、決議を得てそれを 

執行し、本会の円滑な運営を図るものとする。 

 

（開催） 

第３４条 会議は、次のいずれかに該当する場合に開催する。 

１．会長が必要と認めたとき 

２．会長以外の役員から会議の目的である事項の申請をもって会長に招集の請求があったとき。 

 

（招集） 

第３５条 会議は、会長が招集する。 

２ 会議を招集するときは、会議の日時等の必要事項を記載した書面又はそれに相当するものをもって 

事前に通知しなければならない。ただし、当該構成員全員の同意があるときは、招集の手続きを経る 

ことなく会議を開催することができる。 

 

（議長） 

第３６条 幹事会の議長は、会長がこれに当たる。 

２ 委員会の議長は、委員長がこれに当たる。 

 



 

３ 会長ならびに委員長が欠けたとき、又は会長ならびに委員長に事故があった場合は、出席した 

構成員の中から議長を選出する。 

 

（定足数） 

第３７条 会議は、当該構成員の過半数の出席がなければ開催することができない。 

２ 会議に出席しない構成員は、他の構成員を代理人として、その権限を行使することができる。 

３ 前第２項の代理人によって権限を行使するときは、会議前日までに代理権を証する書面を会長に 

提出しなければならない。 

４ 前第２項又は前第３項の適用のない場合には、議決権を議長に委任したものとする。 

５ 前第２項の場合における前第３項及び前第４項の適用については、会議に出席したものとみなす。 

 

（決議） 

第３８条 会議の決議は、決議について特別の利害関係を有する構成員を除く構成員の過半数をもって 

行う。 

 

（議事録） 

第３９条 会議の議事については、議事録を作成する。 

２ 会議の議長は、議事録に署名する。 

 

 

第６章  財 務 

 

（会計責任者） 

第４０条 本会の会計責任者は、会長がこれにあたる。 

 

（負担金） 

第４１条 本会は、事業の実施にあたり、負担金を募ることができる。 

 

（活動協力金） 

第４２条 本会の正会員および準会員ならびに特別会員は、活動協力金として一口１，０００円、 

一口以上を自らの意思で納付することができる。 

２ 既納の活動協力金は、いかなる理由があってもこれを返還しない。 

 

（寄付金） 

第４３条 本会は、寄付金を募ることができる。 

２ 既納の寄付金は、いかなる理由があってもこれを返還しない。 

 

 

 



 

（運営資金） 

第４４条 本会の運営は、会費、負担金、事業収入、預金利息、活動協力金、寄付金をもって充てる 

ものとする。 

 

（資産の管理） 

第４５条 本会の資産は、会長が管理する。 

 

（事業年度及び会計年度） 

第４６条 本会の事業年度及び会計年度は、毎年４月１日に始まり、翌年３月３１日に終わる。 

 

（繰越金） 

第４７条 会計年度末において、決算剰余が生じた場合は、繰越金として次年度の収入に繰り入れる 

ものとする。 

 

（事業計画及び収支予算） 

第４８条 本会の事業計画及び収支予算は、毎事業年度の開始の日の前日までに会長が作成し、幹事会 

の決議を得るものとする。また、これを変更する場合も幹事会の決議を得るものとする。 

 

（必要経費の支払い） 

第４９条 正当な必要経費の支払いについては、幹事会の承認をもって執行する。 

 

（経費の支出条件） 

第５０条 経費の支出は、すべて事務所に申請し、幹事会で承認を得なければならない。 

２ 経費の支出にあたっては、債権者からの請求書が提出されなければならない。ただし、経費の性質 

上請求書を徴することが困難な場合においてはこの限りではないものとする。 

 

（支出所定事項） 

第５１条 支払が終了したときには、支払先からの領収書を事務所に提出しなければならない。 

 

（会計監査） 

第５２条 監査は、毎事業年度終了後に会計を精査する。 

２ 監査は、監査報告を作成し、総会において監査内容を報告する。 

３ 前項の監査報告は、監査が署名していなければならない。 

４ 監査は、会計処理について不正を発見したとき、役員会を招集し報告しなければならない。 

 

（事業報告及び決算報告） 

第５３条 本会の事業報告及び決算報告については、毎事業年度終了後、会長が次の書類を作成し、 

監査の会計監査を受け、幹事会の承認を受けた上で総会に提出し承認を受けなければならない。 

 



 

１．事業報告書 

２．決算報告書 

３．その他必要な書類 

 

 

第７章  同好会 

 

（趣旨） 

第５４条 本会は、会員の親睦活動と趣味を通じて地域に貢献し、その活性化に資するために同好会 

を設置する。 

 

（発足） 

第５５条 同好会を発足するときは、その目的及び活動内容等を会長に報告し、幹事会の承認を得る 

ものとする。 

２ 同好会は、原則として５名以上の会員で構成し、１名の代表者を置くものとする。 

 

（支援） 

第５６条 本会は、同好会を統括しその健全な活動を支援するものとする。 

２ 本会は、幹事会の承認をもって同好会活動のための金品の助成を行うことができる。ただし、予算 

の範囲内で、１団体につき１事業年度内１回とする。 

 

（補 足） 

第５７条 この規定に定めるもののほか必要な事項は、会長が別に定めることができる。 

 

 

第８章  会則の変更 

 

（会則の変更） 

第５８条 この会則は、総会の決議によって変更することができる。 

 

 

第９章  事務所 

 

（事務所） 

第５９条 本会の事務を処理するため、事務所を置く。 

 

（徴収事務） 

第６０条 事務所は、会費及び事業に係る費用の徴収事務を行うものとする。 

 



 

（書類等の管理） 

第６１条 事務所は、会則に定める書類等を保管、管理し、これを処理する。 

 

（書類等の保存期間） 

第６２条 会則に定める書類の保存期間は次のとおりとする。 

１．会員名簿      永 年 

２．議事録       永 年 

３．総会議案書     永 年 

４．その他の書類等   ５年間 

 

 

第１０章  雑 則 

 

（委任） 

第６３条 この会則によりがたい場合は、幹事会での決議により別に定めるものとする。 

 

 

 

 

附 則 

 

この会則は、第６条を除き、平成２４年 ５月２５日から施行する。 

ただし、施行時の役員の任期は、第２６条第１項の定めにかかわらず、平成２６年度総会の終結の時 

までとする。 

 

２ 令和３年６月１８日一部改定、令和３年度より適用する。 


